
学校教育法施行規則第172条の２第３項において「公表するものとする」とされた教育研究活動の状
況について、公表しているHPのURL

http://www.yamanashi-ken.ac.jp/info/corporation/education

４．
申請者  ふりがな しみず　かずひこ

山梨県立大学・学長
 （大学の学長）

学部・
研究科等名

学部等数 研究科等数 1

（学部等名）
国際政策学部、人間福祉学部、看護学部
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(研究科等名）
看護学研究科

相原　正志

 ふりがな

VUCA時代の成長戦略を支える実践的教育プログラム
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人
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人人20 人

1,060

108.7%

人
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人
学生・
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人

７．

令和2年度大学教育再生戦略推進費

[基本情報]

１． 事業責任大学 山梨県立大学

大学による地方創生人材教育プログラム構築事業　計画調書

しみず　かずひこ事業者
３．

機関番号

 （大学等の設置者）

 ふりがな

 （氏名） 清水　一彦

対象地域と
テーマ

２．

（300.5文字）

入学定員
（令和２年度）

事業のポイン
ト（400字以内）９．

本事業は山梨県立大学を中心に甲府市内３大学、山梨県庁、基幹産業関連団体、関連企
業(観光業、農業、製造業等)が協力して地方創生人材の育成を図る教育プログラムであ
る。「世界遺産・ユネスコエコパークなどの自然文化資源活用人材育成」「貿易ブリッジ・国
際労働者マネジメント人材育成」「地域づくり加速化人材の育成」「医療・福祉・学校現場で
の国際化・多文化化対応人材育成」の4プログラムを、副専攻課程として設置する。外部人
材の積極的な登用と外部機関との協働による教育プログラム開発を特徴とし、外部機関に
よる修了証を発行することで地元への定着率の向上を図る。プログラムは社会人にも開放
し、リカレント教育にも位置づける。

山梨県立大学・学長

収容定員
（令和２年度）

申請
大学 23503

 （所属・職名）

 （氏名） 清水　一彦  （所属・職名）

 （所属・職名）

事業名６．

山梨県全域、地域の成長戦略を支える高付加価値人材の育成

５． 事業責任者
あいはら　まさし 山梨県立大学・副理事長・地域担

当理事・キャリアサポートセンター
長 （氏名）

大学院

合計

260

1665011610 人

270 人

人

28 人

1,040 人学部

VUCA時代、自然文化資源活用人材、貿易ブリッジ・国際労働者マネジ
メント人材、地域づくり加速化人材、医療・福祉・学校現場での国際化・
多文化化対応人材育成

幹事校８．
事業のキー
ワード

全学生数
（R2.5.1）

定員充足率
（R2.5.1）

1,130

教職員数（R2.5.1）学生数

12．

1



（参加大学、短期大学、高等専門学校）

（参加企業）

（その他）

　 （氏名）

　 （氏名）

6年度

内
訳

合　計

（事業責任大学名：山梨県立大学

部課名

2年度

 （所属・職名）

責任者

※原則として、当該機関事務局の担当部課とし、責任者は課長相当職、担当者は係長相当職とします。
　 e-mail（主）については、できる限り係や課などで共有できるグループメールとし、必ず（副）にも別のアドレスを記入してくださ
   い。

担当者

e-mail（主） e-mail（副）

13．事業経費（単位：千円）　※千円未満は切り捨て

所在地

16．事業事務総括者部課の連絡先　※採択結果の通知、ヒアリング等の事務連絡先となります。

電話番号 緊急連絡先

ふりがな

ふりがな

※１．文部科学省や他省庁が実施する他の補助金（公募要領Ｐ．９の２．（11）参照）は「大学負担額」に計上しないこと。

※２．国立大学における運営費交付金、公立大学における運営費交付金等、私立大学の私立大学経常費補助金等は「大学負担額」に計上しない
こと。

大学負担額

 （所属・職名）

※３．事業申請書中、他の補助金事業の取組は「申請書等の作成・提出方法」において示しているとおり、別の色で記載すること。ただし、事業経
費欄には含めないこと。

補助金申請額

年度（令和）

事業規模

3年度 4年度 5年度

山梨学院大学、拓殖大学

公益財団法人山梨総合研究所、公益財団法人やまなし産業支援機構、公益社団法人
やまなし観光推進機構、株式会社タンザワ、萌木の村株式会社、昭和産業株式会社

15.
事業の一部を
協力する大学

14. 事業協働機関

（参加自治体）

山梨大学、山梨英和大学

山梨県

2


